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本稿では通信埋設管の浅層埋設区間に適用されるコンクリートで巻き立てられた区間に着目する．コン

クリート巻き立て工法は地下管路の浅層埋設区間において道路工事等から管と収容ケーブルを保護するこ

とを目的として採用される．過去の震災の経験によりこの区間は地震時において被害を受けやすいという

経験則は有しているが，地震時の挙動が不明であるため定量的な評価が実施できていなかった．地震時の

着目区間の定量評価を目的として，地震時におけるコンクリート巻き立て区間の挙動を把握するための実

験を実施した．本稿では実験結果について報告する．  
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1. はじめに 

 

日本電信電話株式会社(以下，NTT)は日本全国で約62

万延長kmの通信用地下管路設備を有しており，管路内

にケーブルを布設することにより通信サービスを提供し

ている．通信用地下管路設備は，平常時はもちろん大規

模地震等による災害時にも収容ケーブルのために安全な

空間を確保することが求められる．地下管路設備の内，

ルート上の地下埋設物を避ける場合や橋梁添架への接続

区間は標準土被りが確保できず，限定的に管路の浅層埋

設が実施される．地下管路の浅層埋設を実施する場合，

管の強度確保やアスファルトカッター等による管路設備

と収容ケーブルへの加害を防ぐことを目的として，管路

に防護工法がなされる1)．その中の1つに標準土被りが確

保できない区間の管をコンクリートで巻き立てて防護す

る方法が存在する．本研究ではこのコンクリートで巻き

立てられた管路設備について着目する．コンクリートで

巻き立てられた区間とそうでない区間では特性が異なる

ため，地震時における挙動が異なることが想像できる．

特に，コンクリートで巻き立てられた箇所とそうでない

箇所の境界では地震時にひずみが蓄積されやすいと想定

できるため，地震時における弱点部となりうる．過去の

震災でも図-1に示すような，コンクリートで巻き立てら

れた箇所の近傍での管路被害が確認されている．通信用 

 
図 1 コンクリート巻き立て箇所付近の管路被害 

 

埋設管以外でも，例えば水道管の屈曲部における不平衡

力への対策のコンクリート補剛部付近の管継手部への地

震による被害が報告されている2)．このような被害事例

の蓄積により，コンクリートが管路スパン中に存在する

ような設備形態は弱点部であるという経験則は有してい

るが，埋設地盤中のコンクリートの挙動が不明であるた

め，定量的な耐震評価を実施できていないのが現状であ

る．本研究では，埋設された通信用管路にコンクリート

が巻き立てられた区間の地震動に対する定量的な評価手

法の確立を目的として，埋設地盤中のコンクリートの地

震時挙動を把握する実験を行った．本稿は著者らが既に

実験結果を報告3)したが新たな実験データ，考察及びコ

ンクリート巻き立て区間の計算モデルの構築方法につい

て加えて報告するものである．  
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図 2 コンクリート巻き立て管のイメージ 

 

表 1 埋戻し土の特性 

比重 2.68 

50%粒径 0.566mm 

均等係数 55.9 

最大乾燥密度 19.7kN/m
3
 

最適含水比 9.1% 

 

 

2. 実験の概要 

 

(1) コンクリート巻き立て区間の考え方 

管軸方向の変位を管路に作用させる場合を考える．こ

の場合，コンクリートで巻き立てられていない埋設管に

作用する軸方向の地盤拘束力は主として地盤と埋設管表

面との間の摩擦によるせん断抵抗である．一方，本研究

で対象とするコンクリートで巻き立てられた区間は図-2

のような構造であることから，通常の埋設管のような摩

擦力起因による拘束力(図-2右側)に加えて，張出した箇

所が地盤により作用される土圧起因による拘束力(図-2

左側)が存在すると考えられる．これらの摩擦力起因に

よる拘束力と土圧起因による拘束力を独立に評価するた

め，2種類の形態の土槽実験を実施した．実験は試験体

を土槽内に埋設し加振器による強制変位を与えることに

より実施した．幅1m×長さ1m×高さ1mの鋼製土槽を用

い，埋戻し材には真砂土を用いた．室内土質試験による

真砂土の特性を表-1に示す．以降本稿において，摩擦力

起因による拘束力を外周バネ，土圧起因による拘束力を

端部バネと表記する． 

 

(2) 端部バネ試験の概要 

本節では端部バネ試験について述べる．端部バネ試験

に利用した試験体は図-3に示すように巻き立てられたコ

ンクリートの断面を模した鋼板を鋼管に溶接することに

より作成した．これを土槽内に埋設し変位制御により一

方向へ静的に強制変位を与えることにより端部バネによ

る地盤拘束力を計測した．この実験では鋼管区間も土槽

内に埋設されるため，鋼板が受ける地盤拘束力に加えて， 

拘束力

変位方向

実験イメージ試験体

 

図 3 端部バネ試験体と試験イメージ 

 

コンクリート

試験体

拘束力変位方向

拘束力

実験イメージ

 
図 4 外周バネ試験体と試験イメージ 

 

表 2 試験における断面形状 

断面名称 1 2 3 4 

高さ[mm] 190 280 190 190 

幅[mm] 190 190 140 280 

 

 

試験体の鋼管が周面の地盤から作用される摩擦力起因の

地盤拘束力も合わせて計測されることになる．この影響

の排除を目的として，鋼管のみを土槽内に埋設し強制変

位を作用させ，鋼管が周囲の地盤から作用される地盤拘

束力のみを計測する実験を合わせて実施した．概要は後

の節で示す．端部バネ試験に用いた試験体の断面の寸法

は表-2に示す通りであり，各断面形状について2ケース

の実験を実施した．NTTの施工標準による断面寸法，断

面形態(高さや幅)による地盤拘束力の差異を確認するこ

と等を目的として断面の組合せを決定した． 

 

(3) 外周バネ試験の概要 

本節では外周バネ試験について述べる．外周バネ試験

は図-4 に示すようなコンクリートの試験体を実験土槽

内に埋設し，試験体に強制変位を作用させることにより

コンクリート試験体の外面と周囲の地盤との摩擦による

地盤拘束力を算定する実験を行った．外周バネ試験にお

いては，試験体を実験土槽の長さより大きくすることに

より，試験開始時から完了時まで摩擦力による地盤拘束

力のみが作用するようにした．また，外周バネ試験の断

面の寸法は端部バネ試験と同じ寸法とした．なお，コン

クリート巻き立て防護は浅層埋設区間に適用されること

から，実環境においては上層路盤又は下層路盤内にコン

クリート巻き立て区間が存在していると想定できる．こ

のため今回の実験では，外周バネ試験については，C-40

砕石で埋め戻して試験環境を構築した．  
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図 5 鋼管バネ試験試験体(2×2  ソケット有) 

 

表 3 鋼管バネ試験の実施パターン 

配列 1×1 1×1 2×2 2×2 

ソケット 無 有 無 有 

 

 

(4) 鋼管バネ試験 

前述したようにコンクリートで巻き立てられた区間の

地盤拘束力算定試験では鋼管の摩擦による拘束力も計測

されるような試験形態であるため，この影響の排除を目

的として鋼管が作用される地盤拘束力を算定する試験を

実施した．加えて，後藤らによると埋設管の継手のよう

な張出した箇所は地盤拘束力を受けることによりすべり

現象を低減させることが示されており 4)，また高圧ガス

導管耐震設計指針 5)においても埋設管にフランジのよう

な張出した箇所が存在する場合は個別検討が必要である

と明言されている．以上のことから，図-5 のような通

信埋設管の継手ソケットの張出した箇所が作用される地

盤拘束力の算定試験を合わせて実施した．実施パターン

を表-3 に示す．表-3 中の「1×1」は管 1 条の埋設パタ

ーンを示し，「2×2」は図-5 のように縦方向と横方向

に 2条ずつ，合計 4条の管を埋設したということを示す．

他の試験と同様にそれぞれ 2ケースずつの実験を実施し

た．端部バネ試験，外周バネ試験，鋼管バネ試験それぞ

れにおいて，締固め度合の確認やパラメータの取得を目

的として，試験実施前に平板載荷試験を行い，地盤反力

係数を測定した． 

 

 

3. 実験結果 

 

(1) 端部バネ試験と鋼管バネ試験 

本節では端部バネ試験及び，鋼管バネ試験の内ソケッ

ト有パターンの結果を示す．実験後，土槽内の土を除去

し，試験体を確認した所，図-6 のように端部バネ試験

においては鋼板の後方に空隙が確認でき，鋼管バネ試験

の内ソケット有パターンではソケットの後方に空隙が確

認できた．ソケットが無い場合の試験についてはこのよ

うな空隙は確認されなかった．両者の試験形態は異なっ

ているが，どちらも埋設管から張出した断面積の大きな 

端部バネ試験 試験後 鋼管バネ試験 試験後

 

図 6 試験後の張出箇所付近の様子 
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図 7 高さ 190mm×幅 190mm端部バネ試験結果 

 

 

箇所が地盤により土圧起因の地盤拘束力を受けた結果，

図-6に示すような空隙が発生したと考えられる．以上の

ことから，本節では今回の試験体のように張出した箇所

が軸方向に変位する際の地盤拘束力について整理する．

前述したように実施した試験形態は通常の鋼管部分の地

盤拘束力と張出した箇所が作用される地盤拘束力が合わ

せて計測される形態であるため，その影響を排除して整

理する．そのためにソケット無の鋼管バネ試験における

2ケースの平均の荷重を鋼管単体の地盤拘束力とみなし

た．端部バネ試験とソケット有の鋼管バネ試験において

地盤拘束力を受ける鋼管区間の長さが分かっているので，

その分の地盤拘束力を実験で得られた地盤拘束力から減

じることにより，張出した箇所が作用される地盤拘束力

のみを算出した．試験結果の例として図-5に補正を行っ

た後の断面の形態が高さ190mm×幅190mmである端部バ

ネ試験結果を示す．横軸が変位量，縦軸が荷重である．

試験における観測値同士で演算を行ったため，各試験ご

との誤差によりケースによっては負の値となる場合が存

在している．表-4に各実験ケースのまとめを示す．張出

面積は張出した箇所の断面積であり，鋼板及びソケット

の断面積から鋼管区間の断面積を減じた値を記載してい

る．利用した鋼管の外径は89.1mm，ソケットの端部の

外径は115mmであることから各試験パターンにおける張

出し箇所の面積を算出している．また地盤反力係数は直

径300mmの平板が2.5mm沈下した際の荷重を平板載荷試 
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表 4 端部バネ試験結果まとめ 

断面名称 
地盤反力 

係数[N/mm
3
] 

張出面積 

[mm
2
] 

荷重 

[kN] 

1 Case1 0.068 2.99×10
4
 19.5 

1 Case2 0.064 2.99×10
4
 13.5 

2 Case1 0.072 4.70×10
4
 36.4 

2 Case2 0.068 4.70×10
4
 29.7 

3 Case1 0.058 2.04×10
4
 16.7 

3 Case2 0.060 2.04×10
4
 18.6 

4 Case1 0.088 4.70×10
4
 39.5 

4 Case2 0.060 4.70×10
4
 26.8 

1×1ソケットn1 0.088 4.15×10
3
 10.5 

1×1ソケットn2 0.088 4.15×10
3
 13.1 

2×2ソケットn1 0.080 1.66×10
4
 18.9 

2×2ソケットn2 0.090 1.66×10
4
 24.6 

 

y = 7.0979x + 8442.1

R² = 0.8479
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図 8 地盤反力係数，断面積と荷重の関係 

 

 

験のグラフから読み取った値とした．荷重は試験体が

50mm変位したときの値としている．図-7や表-4に示し

たように，張出した箇所の断面積が等しくても観測され

た荷重は一致しない．試験環境の制約により締固めは人

力で行ったため，締固め度合が試験結果に与える影響を

明らかにするために平板載荷試験による地盤反力係数と

張出面積の積を横軸，荷重を縦軸としたときの関係を図

-8に示す．多少の誤差が確認できるが，張出箇所が作用

される荷重は地盤反力係数と張出面積をパラメータとす

ると精度良く説明できることが明らかとなった． 

 

(2) 外周バネ試験 

本節では外周バネ試験の結果を示す．図-9は各断面形

状の荷重-変位関係である．外周バネ試験においては同

一の断面形状であればケースごとの違いはほとんど確認

できず，ほぼ同等の荷重-変位関係を示したことから本

稿では各断面について2ケースの平均値を示す．図-9か

ら，外周バネは小さな変位量で荷重が急激に増大し，一

定の値へ収束するということが明らかとなった．収束す

る値については，試験体の自重が大きくなり，周面地盤

との接触面積が大きくなるに従い大きな値へ収束すると

いうことが明らかとなった．東京ガスの実験6)では，鋼 
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図 9 外周バネ試験結果 

 

 

断面

PU：土塊の重量
(土の単位体積重量=19.7kN/m3)

PS：静止土圧
(静止土圧係数=0.5)

PL：土塊とコンクリートの重量
(コンクリートの単位体積重量= 23.0kN/m3)

 

図 10 外周バネ試験体の荷重モデル 
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図 11 周面の土による荷重と地盤拘束力の関係 

 

 

管の最大地盤拘束力は垂直土圧とほぼ線形な関係となり，

地盤とポリエチレンで被覆された鋼管外面の限界せん断

応力は垂直土圧から推定することが可能であることが示

されている．今回の実験では，試験体は円筒形のポリエ

チレン被覆鋼管ではなく矩形断面のコンクリートである．

しかしながら，図-9 の関係より外周バネはコンクリー

トと周面の土との摩擦によるところが大きいと推定でき

る．確認のため，図-10 に示すようにコンクリート試験

体の上部に作用する土塊の重量(土被り 0.6m)，土塊の重

量と自重による垂直抗力，試験体の側面から作用する静

止土圧と試験結果の関係について検討する．試験体外面

に作用する周面の土からの荷重で試験結果を除した結果

を図-11 に示す．断面形状によらず一定の値を示すと予

想していたが，断面の周長が小さいほど，計測した試験

結果を外周面全体に作用する荷重で除した値は大きな値 
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表 5 外周バネ試験結果まとめ 

断面名称 
地盤反力 

係数[N/mm
3
] 

図10による外周

に荷重[kN] 

最大

荷重 

[kN] 

1 Case1 0.112 
7.93 

16.0 

1 Case2 0.124 17.4 

2 Case1 0.132 
9.80 

17.4 

2 Case2 0.104 18.6 

3 Case1 0.140 
6.73 

14.0 

3 Case2 0.112 15.2 

4 Case1 0.096 
10.4 

17.8 

4 Case2 0.108 17.4 

 

 

へ収束する傾向が明らかとなった．端部バネ試験の場合

と同様に平板載荷試験による地盤反力係数や周面の地盤

との接触面積による整理を試みたが端部バネ試験のよう

な明確な傾向を得ることはできなかった．表-5 に外周

バネ試験における各ケースごとの結果を示す． 

 

 

4. 計算モデルの検討 

 

(1) 端部バネモデルの構築 

本節では端部バネの計算モデルについて検討する．今

回の検討では，張出した箇所が地盤により作用される地

盤拘束力と埋設管が水平方向に変位するときに作用を受

ける場合の地盤拘束力との比較を行う．Trautmann et al. 

らの実験7)，高圧ガス導管耐震設計指針は埋設管の水平

方向の地盤拘束力について整理されており，たとえば高

圧ガス導管耐震指針では鋼管の水平方向の地盤拘束力を

式(1)で表現される双曲線近似モデルを採用している． 





83.017.0 
F  (1) 

ここで F，δ はそれぞれ正規化された地盤拘束力，変位

である．端部バネ試験，ソケット有の鋼管バネ試験から

得られた結果は全て図-7 のような関係を示し，張出し

た箇所が作用される地盤拘束力は変位量が大きくなるに

つれ単調増加する傾向であった．試験後の土の様子を確

認した所，地表面にひび割れが確認でき，また実施ケー

スによっては鋼製土槽と土の境界で地盤が盛り上がって

いるような事象も確認できた．この現象は土槽が十分な

大きさを有していなかったため，試験により観測された

荷重には土槽の加振器と反対側の壁面からの反作用によ

る荷重も含まれていることを示唆している．この影響の

検討については今後の課題とすることとし，今回は仮の

値として変位量 50mm，そのときの計測された荷重を正

規化の基準として端部バネモデルを検討する．図-12 に

基準値で正規化した実験結果，式(1)による双曲線モデ

ル，加えて式(1)の双曲線モデルをThomas et al. が提案し 
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図 12 地盤拘束力モデルと試験結果の比較 

 

 

た 8)最大荷重の 70%を初期勾配とするバイリニア関数で

近似したモデルを示す．なお実験結果については，図-8

において回帰直線と下振れ誤差が最大のケース(断面 1 

Case2)，上振れ誤差が最大のケース(2×2 ソケット n2)，

二乗誤差が最小のケース(断面 3 Case1)の結果を代表して

示す．図-12 から，双曲線近似モデルと近い特性を示し

た試験結果も存在するが，乖離した特性を示す試験結果

も存在することが分かる．この理由としては地盤の締固

め度合の違いによるものと考えられる．今回の実験では

平板載荷試験から求めた地盤反力係数は最小の値が

5.8×10
-2
[N/mm

3
]，最大が 9.0×10

-2
[N/mm

3
]であった．この値

と道路橋示方書 9)における標準貫入試験の N値から変形

係数 E0と平板載荷試験結果に相当する地盤反力係数 kV

の推定式である以下の式(2)，(3)との比較を行う． 

0
3.0

1
EkV   (2) 

NE 28000 
 (3) 

パラメータを仮にN値=10，平常時を想定してα=1とする

と，kV=9.33×10
-2
[N/mm

3
]となり，道路橋示方書の算定式

に基づけば，今回実施した端部バネ試験及び鋼管バネ試

験はN値が10未満の締固めで実施されたことになる．式

(1)の双曲線モデルは密に締固められた砂と中程度に締

固められた砂の中間の特性の場合の算定式であり，図-

12において双曲線近似モデルに最も近い挙動を示すパタ

ーンは地盤反力係数が9.0×10
-2
[N/mm

3
]であるということ

から，張出した箇所が作用を受ける地盤拘束力と変位の

関係はN値が10程度の砂地盤を仮定すれば式(1)で説明で

きることが示唆された．簡易的な耐震評価の場合におい

ては，最大地盤拘束力の70%を割線とするバイリニア型

の特性が利用できる．なお今回の実験は通信用管路の浅

層埋設区間の防護工法に対する検討であるため，提示し

た結果は土被りを0.6mを想定した場合のみに適用できる． 
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(2) 外周バネモデルの構築 

本節では外周バネ試験の計算モデルについて検討する．

図-7から，外周バネは小さな変位量で荷重が急激に増大

し，以降一定の値に収束するという，一般的な摩擦力と

同じ傾向を示すことが明らかとなった．図-11で示した

ように試験の荷重を周面の土圧で除した値は摩擦係数μ

となることを予想していたが，この値は1.5~2.0程度に収

束するという結果であった．この値について砂の内部摩

擦角φと摩擦係数μの一般的な関係式である 

 tan  (4) 

を適用すると砂の内部摩擦角φ≒56°のとき，μ≒1.5と

なる．この値は一般的な砂質土や砕石の特性と乖離して

いる．今回実施した実験結果からは，コンクリート巻き

立て区間の摩擦による地盤拘束力を精度よく説明できる

モデルを構築することはできなかった．理論モデルの構

築については更なる検討が必要である．本稿では暫定的

な外周バネモデルの構築について提案する．図-11を観

察すると，断面積が小さな形態ほど試験荷重を周面の土

圧で除した値は大きな値へ収束するということが分かる．

言い換えれば断面積が小さなコンクリート巻き立て区間

ほど単位面積当たりの地盤拘束力が大きくなり，地震時

において地下管路設備にとって厳しい条件になる．最小

のコンクリート巻き立て区間の断面寸法は管1条を防護

する場合であり，NTTの施工標準によると，190mm×

190mmが最小の断面形状となる．以上より，断面の寸法

が190mm×190mmの場合の特性による計算モデルを作成

し，評価を実施することにより通信用管路の対する安全

側の評価が可能となる．検討対象区間に対して，設備デ

ータからコンクリートの断面形状，土被りを求めること

が可能である．このデータに加えて該当地点の埋戻し土

の単位体積重量が分かれば，図-10のモデルに基づいて

コンクリートの外周面に作用する自重及び土の荷重を算

出することが可能となる．この算出された荷重と実験に

よって導かれた図-11の関係を利用することにより，地

震時にコンクリート区間に作用する最大地盤拘束力を求

めることができるため，今回着目しているコンクリート

巻き立て区間の地震に対する評価が可能となる． 

 

5. まとめと今後の課題 

 

本稿では，通信用地下管路のコンクリート巻き立て区

間に着目し該当区間の挙動を把握するための実験を行い

実験概要，実験結果，該当区間の計算モデルについて報

告した．実験はコンクリート巻き立て区間の張出した箇

所が地盤に作用される地盤拘束力と外周部が地盤との摩

擦により作用される地盤拘束力をそれぞれ独立に観測す

る2種類が実施された．それぞれの実験により，コンク

リート区間の断面を模した鋼板に対する土槽実験と継手

ソケットの張出区間の地盤拘束力を計測する実験結果よ

り，張出箇所が作用される地盤拘束力は地盤反力係数と

張出面積をパラメータとすることで推定できることを示

した．また既往研究により提案されている埋設管の水平

方向の地盤拘束力を説明する双曲線モデルとの比較を行

い，提案された双曲線モデルによって，張出した箇所が

作用される地盤拘束力を良好に説明できることを示した．

一方コンクリートの外面が周面の地盤により作用される

地盤拘束力は端部バネのように明確な傾向を確認するこ

とはできなかった．しかしながら，地震動に対する安全

側の評価となるような地盤拘束力モデルの案を示し，コ

ンクリートで巻き立てられた地下管路区間の定量評価を

可能とした．今後の課題としては，今回の実験を再現す

る解析が挙げられる．前述したように，今回の実験では

土槽の大きさが十分でなかったことから，この影響が実

験結果に反映されている可能性が存在する．この影響の

有無を明確化するために，今回の実験環境を再現したモ

デル，土槽壁の影響を排除したモデル双方の2次元FEM

解析を行い，より実環境に近い挙動を説明できるパラメ

ータの導出が挙げられる．また，得られたパラメータを

用いて，地下管路区間にコンクリートで巻き立てられた

区間が存在する場合の地下管路区間の耐震性に与える影

響の定量評価等も挙げられる． 
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FOR QUANTITATIVE EVALUATION OF BEHAVIOR OF CONDUITS 

REINFORCED BY CONCRETE DURING AN EARTHQUAKE 

 

Masato WAKATAKE, Akira ITOH and Koji TANAKA 

 
In this paper, conduits reinforced by concrete are focused. This method is applied to when telecommu-

nication conduits are buried shallowly. The purpose of this method is to protect pipes and inner cable 

from other construction works. Stress by seismic wave on these section have not been evaluated quantita-

tively, though these sections tend to be damaged from past earthquake experience. For quantitative evalu-

ation of this section during an earthquake, soil tank test was carried out to find out behavior of the section 

of conduits reinforced by concrete during an earthquake. In this paper, results of soil tank test and com-

parison of previous research are shown.  


